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週刊ダイヤモンド
2008.06.14 号 

日本のアカデミアには優れたイノベーションの
種が眠っている（らしい・・・） 

某欧州系製薬会社の独自調査では、
世界の薬の約20% は、日本発の技
術とのこと。 
 

米国投資会社は日本の大学には宝
の山が眠っていると狙っている。  
（東大TLO 山本貴史社長談） 

 

米国 SRIインターナショナル前
President & CEOのC. R. Carlson  は日
本の大学の研究レベルを高く評価。 

・ 

・ 

・ 
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毎年1％づつ減額 
運営費交付金 

研究費など 
主として競争的資金増加 

資料提供：文部科学省 
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科学研究費 

大学運営費交付金 

科学技術関係経費の推移（文科省関係） 



当面は現状国費（運営費交付金と競争的研究資金）のアロケーション
により、効果的・効率的な教育、研究システムの構築を目指す 

運営費交付金と競争的資金の一体的改革（私案） 
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○ すべての競争的経費に間接経費（オーバーヘッド）をつけ、原則として大学 
   執行部がマネージする研究基盤経費とすることを認める 
○   間接経費の位置付けを文科省以外の府省の競争的経費、および民間からの 
   共同研究資金、財団からの研究補助金などの外部研究費にも拡張する 
○ 直接経費の使途の柔軟化（自己給与など）、授業料設定や定員・組織見直し、 
        資産運用などの規制緩和、寄付金に対する優遇税制の拡大 

政府、民間への要望 

大学に自ら血を流す改革を求める 

○ 間接経費の財源はまずは直間比率の見直しにより捻出する 

○ 86国立大学が自ら機能グループ別に分化し（ミッションの再定義）、 
   国家として効率的、効果的なシステムに変身していく 

○  民間のシステムを参考に、若手研究者の雇用環境を改善する 
    ための給与制度改革を行う 

前提 



時価総額合計1兆～1.3兆円
（非上場企業一部推定） 

出資者は40社以上 
（UTEC、エンジェル投資家、

シードアクセラレーター、
戦略系、事業会社系など） 

関連教員は延
べ270人以上 

大学知財の移転、大学イン
キュベーション利用、学生の
設立などの関連ベンチャー総
計224社 

 東京大学周辺に形成されたベンチャー企業の状況 

アントレプレナープラザ
（インキュベーション施
設） 

  学生向け起業家教育 

 大学の産学連携活動の成果 

 大学による知的財産の管理活用 

■東京大学に関係するベンチャーと出資VCの状況 
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卓越大学院のイメージ（たたき台）① 

○国際競争に勝ち抜くため、世界最高水準の教育力と研究力を備えた「卓越大学院」群の形成 
○教育力と研究力の最大化のための人材育成・登用システムの再構築 
 

 新たな知の創造と活用を主導する「知のプロフェッショナル人材」の育成 
 世代や立場を超えた人材交流・共同研究のハブとなる「知の協創の世界拠点」の構築 

目的 

目指す改革の方向性 組織イメージ 

①学内外の強みや資源の結集によるオープンでグ
ローバルな教育研究環境 

 

②出口と一体となったキャリア段階までの一貫した
人材育成 

 

③知のプロフェッショナル人材となる若きエリート層
（大学院生・企業人）を世界トップ大学並みの待遇で国
内外から惹き付ける 

 

④社会変化や新たな産業を創造できる人材と組織
へのダイナミックな変革 
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資料７ 
中央教育審議会大学分科会 

大学院部会（第７４回）  

Ｈ27.4.6 
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産業競争力会議 第6回新陳代謝・イノベーションＷＧ（2015.4.9）文科省提出資料より 25 



産業競争力会議 第５回課題別会合（2015.4.15）下村文科大臣提出資料より 26 



基礎研究 
（約15％: 25千億円） 

応用研究 
（約23％: 38千億円） 

開発研究 
（約62％: 104千億円） 

基礎研究 
１３千億円 

 

応用研究 
９ 千億円 

開発研究  
 2 千億円 

応用研究 
6 千億円 

基礎研究   
９ 千億円 

応用研究 
２４ 千億円 

開発研究 
９４ 千億円 

大学等 

企業 

 24千億円 
 
 
   17 千億円 

127千億円 

開発研究  
7 千億円  

基礎研究  
4 千億円  

  

  

   

CSTI第2回基本専門調査会(2015.1.22)資料1を改編 

日本の研究開発資金全体俯瞰（平成25年度） 

出典：平成26年科学技術調査結果  
総務省 平成26年12月データにより、内閣府作成 
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背景 

公的研究 
機関等 

27 



産業界の研究費に占める大学への拠出割合 

国 2002年（％） 2008年（％） 

日本 
0.77 

（884億円） 
0.71 

（972億円） 

アメリカ － 1.1 

ドイツ － 3.4※ 

イギリス － 2.4 

韓国 － 2.0※ 

中国 － 4.2※ 

（資料）総務省統計局「科学技術研究調査報告」 
     OECD「Research and Development Statistics」 
（参考）※ドイツ、韓国、中国は2007年の数値 

日本の大学との１件当たり共同研究費 

50%

33%

8%

5% 4%

１件当たり平均約２００万円
※海外大学に対しては
１０００万円以上が一般的

～１００万円未満

～３００万円未満

～５００万円未満

～１，０００万円未満

～５，０００万円未満

（資料）文部科学省「大学等における産学連携等実施状況について」（２００９年度） 

共同研究全体における研究費の規模別割合 
  （２００９年度、国全体で１４７７９件） 

資料提供：経済産業省大学振興課 

産業界から大学への研究費拠出状況 

日本の大学、公的研究機関の活用を 28 

提案と期待 



最優秀人材のアロケーション 

博士取得者 

ポスドク 

理系最優秀人材 

助教 

講師 

准教授 

教授 

アカデミックキャリアパス 

産業界 
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大学等 
（３８９千人） 

企業 
（６６６千人） 

 

公的研究 
機関等 
（８６千人） 

約1,200人 
約200人 

約500人 

約800人 

約100人 

約7,400人 

約8,200人 

約12,300人 
（内グループ間約4,800人） 

約2,100人 

新規採用 

約 19,200人 
  

約7,200人 

約1,400人 
      

海外 

約15,200人 

約5,200人 

出典： 
平成26年科学技術調査結果  
総務省 平成26年12月 
データにより、内閣府作成 

日本の研究人材のフロー状況（平成25年度） 
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企業における現在の業務で重要な専門分野とその分野についての
大学教育に係る認識（経済産業省によるアンケート結果） 

※産業界の技術者が、企業における現在の業務で重要な専門分野を最大３分野選択。企業の技術系業務に関連が深い専門分野について分析。 
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企業における現在の業務で重要だが、大学で学ぶ必要がない専門分野 

企業における現在の業務で重要で、大学で学ぶ必要がある専門分野 

各分野の研究者数（科研費に採択された研究者の分科別の分布） 

産業構造審議会研究開発小委員会 
（2015.3．6）資料4より抜粋 31 


